
その他費用の算定根拠
（ＮＴＴ西日本）



工事費

・既に設置された当社の光屋内配線をそのまま転用する場合の工事費（１工事ごとに）

（ア）利用者宅内の壁面に既に設置された光成端盤を利用する場合

ａ．既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分

(a)取得固定資産価額の算定

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 2.300 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 3,434 （単位：円） 平成20年度調達実績

④取得固定資産価額 17,623 （単位：円） ①×②＋③

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 2.300 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 3,434 （単位：円） 平成20年度調達実績

④取得固定資産価額 20,477 （単位：円） ①×②＋③

(ⅲ)平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額

①平日の場合の取得固定資産価額 17,623 （単位：円） (ⅰ)の④

②土日祝日の場合の取得固定資産価額 20,477 （単位：円） (ⅱ)の④

③光屋内配線の開通工事における平日工事の割合 66.4% （単位：％）

④光屋内配線の開通工事における土日祝日工事の割合 33.6% （単位：％）

⑤平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 18,582 （単位：円） ①×③＋②×④

(ⅳ)光屋内配線取得固定資産価額

①平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 18,582 （単位：円） (ⅲ)の⑤

②光屋内配線施設数 3,770,819 （単位：回線） 平成21年度末施設数

③光屋内配線取得固定資産価額 70,069 （単位：百万円） ①×②

(b)光屋内配線平均残価率の算定

①光屋内配線取得固定資産価額 70,069 （単位：百万円） (a)の(ⅳ)の③

②回収済み収入額 17,746 （単位：百万円） 平成21年度末時点における自社工事料収入及び違約金に係る収入の累積額

③光屋内配線取得固定資産価額（回収済み収入額控除後） 52,323 （単位：百万円） ①－②

④光ファイバ残価率 41.6% （単位：％） 平成21年度末値（平成20年度以降は耐用年数10年・残存価額０とした場合）

⑤光屋内配線残価相当額 21,766 （単位：百万円） ③×④

⑥光屋内配線平均残価率 31.1% （単位：％） ⑤÷①

(ｃ）既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分

①平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 18,582 （単位：円） (ａ）の(ⅲ)の⑤

②光屋内配線平均残価率 31.1% （単位：％） (b)の⑥

③既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,779 （単位：円） ①×②

ｂ．工事実費

(a)当社による当社の回線終端装置の撤去に併せて、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.617 （単位：時間）

③当該作業に係る工事実費 3,806 （単位：円） ①×②

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.617 （単位：時間）

③当該作業に係る工事実費 4,572 （単位：円） ①×②

(b)当社による当社の回線終端装置の撤去とは別に、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.950 （単位：時間）

③当該作業に係る工事実費 5,861 （単位：円） ①×②

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.950 （単位：時間）

③当該作業に係る工事実費 7,040 （単位：円） ①×②

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

平成20年度実績

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考
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ｃ．工事費

①当社による当社の回線終端装置の撤去に併せて、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,779 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 3,806 （単位：円） ｂ．の(a)の(ⅰ)の③

③工事費 9,611 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,779 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 4,572 （単位：円） ｂ．の(a)の(ⅱ)の③

③工事費 10,379 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

②当社による当社の回線終端装置の撤去とは別に、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,779 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 5,861 （単位：円） ｂ．の(b)の(ⅰ)の③

③工事費 11,671 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,779 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 7,040 （単位：円） ｂ．の(b)の(ⅱ)の③

③工事費 12,853 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

（イ）利用者宅内の壁面に新たに光成端盤を設置する場合

ａ．既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分

(a)取得固定資産価額の算定

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 2.133 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 2,926 （単位：円） 平成20年度調達実績

④取得固定資産価額 16,084 （単位：円） ①×②＋③

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 2.133 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 2,926 （単位：円） 平成20年度調達実績

④取得固定資産価額 18,732 （単位：円） ①×②＋③

(ⅲ)平日昼間・土日祝日昼間加重後の取得固定資産価額

①平日の場合の取得固定資産価額 16,084 （単位：円） (ⅰ)の④

②土日祝日の場合の取得固定資産価額 18,732 （単位：円） (ⅱ)の④

③光屋内配線の開通工事における平日工事の割合 66.4% （単位：％）

④光屋内配線の開通工事における土日祝日工事の割合 33.6% （単位：％）

⑤平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 16,974 （単位：円） ①×③＋②×④

(ⅳ)光屋内配線取得固定資産価額

①平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 16,974 （単位：円） (ⅲ)の⑤

②光屋内配線施設数 3,770,819 （単位：回線） 平成21年度末施設数

③光屋内配線取得固定資産価額 64,006 （単位：百万円） ①×②

(b)光屋内配線平均残価率の算定

①光屋内配線取得固定資産価額 64,006 （単位：百万円） (a)の(ⅳ)の③

②回収済み収入額 17,746 （単位：百万円） 平成21年度末時点における自社工事料収入及び違約金に係る収入の累積額

③光屋内配線取得固定資産価額（回収済み収入額控除後） 46,260 （単位：百万円） ①－②

④光ファイバ残価率 41.6% （単位：％） 平成21年度末値（平成20年度以降は耐用年数10年・残存価額０とした場合）

⑤光屋内配線残価相当額 19,244 （単位：百万円） ③×④

⑥光屋内配線平均残価率 30.1% （単位：％） ⑤÷①

(ｃ）既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分

①平日・土日祝日加重後の取得固定資産価額 16,974 （単位：円） (ａ）の(ⅲ)の⑤

②光屋内配線平均残価率 30.1% （単位：％） (b)の⑥

③既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,109 （単位：円） ①×②

区       　分 金　　額　　等

区       　分

区       　分

金　　額　　等 備        考

金　　額　　等 備        考

備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

平成20年度実績

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分
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ｂ．工事実費

(a)当社による当社の回線終端装置の撤去に併せて、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.783 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 508 （単位：円） 平成20年度調達実績

④当該作業に係る工事実費 5,338 （単位：円） ①×②＋③

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 0.783 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 508 （単位：円） 平成20年度調達実績

④当該作業に係る工事実費 6,310 （単位：円） ①×②＋③

(b)当社による当社の回線終端装置の撤去とは別に、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 6,169 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 1.117 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 508 （単位：円） 平成20年度調達実績

④当該作業に係る作業実費 7,399 （単位：円） ①×②＋③

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①作業単金（１時間あたり） 7,410 （単位：円） 平成22年3月1日認可の「その他費用の算定根拠」のⅠ 作業単金より

②１の工事に要する作業時間 1.117 （単位：時間）

③当該作業に係る物品費 508 （単位：円） 平成20年度調達実績

④当該作業に係る作業実費 8,785 （単位：円） ①×②＋③

ｃ．工事費

①当社による当社の回線終端装置の撤去に併せて、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,109 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 5,338 （単位：円） ｂ．の(a)の(ⅰ)の④

③工事費 10,475 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,109 （単位：円） ａ．の(c）の③

②工事実費 6,310 （単位：円） ｂ．の(a)の(ⅱ)の④

③工事費 11,450 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

②当社による当社の回線終端装置の撤去とは別に、既に設置された光屋内配線の利用に係る工事を行う場合

(ⅰ)平日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,109 （単位：円） ａ．の(c）の③

②作業実費分 7,399 （単位：円） ｂ．の(b)の(ⅰ)の④

③工事費 12,541 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

(ⅱ)土日祝日昼間の場合

①既設設備に係る工事料の転用先事業者負担分 5,109 （単位：円） ａ．の(c）の③

②作業実費分 8,785 （単位：円） ｂ．の(b)の(ⅱ)の④

③工事費 13,931 （単位：円）
（①＋②）×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載のⅩⅡ．料金
設定に使用した貸倒率)

（ウ）既に設置された当社の光屋内配線に係る精算額

①精算額 5,794 （単位：円）
（ア）のａ．の(ｃ）の③×（１＋平成22年3月1日認可の「網使用料算定根拠」記載の
ⅩⅡ．料金設定に使用した貸倒率)

備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等

区       　分 金　　額　　等

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考

区       　分 金　　額　　等 備        考
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